








































れぞれRr,Mr, I, W, Iとすると，
VAr二 Rr-Mr-I 























酬税率，人的控除をそれぞれ， Tx, tp, tH, Eとすると，




























PAC (1 +tA) = Psc (1 +ts) ( 3・1)




PAI (1十tA)=Psi (1 +ts) ( 3・2)
で与えられる。これより，消費財と投資財の相対価格は，











































価償却の場合は d=0である。また， A国と B国の資本の限界生産物をそれぞ
れMPCA,MPCs，資本所得税率をそれぞれtA,ts，税引前収益率をそれぞれ
rA, rsとする。これより， A国とB国の税引前収益率はそれぞれrA= [MPCA1 
P A1/P Ai]/ (1-dAtA), rs= [MPCs1Ps1/Ps1] / (1-dsts）であるから，国際資本市
場の均衡条件は，


























率はそれぞれrnA = [MPCA1P A1/P AI] (1-tA) I (1-dA tA)' r nB二［MPCs1Ps1/Ps1]
(1-ts) / (1.-dsts）であるから，
[MPCA1PA1/PA1J (l-tA)/(1-dAtA) =rn 
= [MPCs1Ps1/Ps1J (1-ts) / (1-dsts) ( 3・8)
となる。ここで， i=I,Cである。（ 1 -tA)/(1-dAtA）ニ(1-ts)/ (1-dsts）であ
れば資本市場の中立性の条件は満たされる。キャッシュ・フロー企業税の場合
には， d=1であるから，税率が異なったとしても中立性の条件は満たされる。








































































































1) Bradford [ 6 Jを参照されたい。また，キャッシュ・フロー法人税の理念，税制における
位置付け，および諸方式については， Aaronand Galper[ 2 ],Boadway, Bruce and Mintz 
[ 5 ], Meade Committee[17］，拙稿［25］を参照されたい。
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2) 現行の所得ベース課税に関わる租税調整の問題については， Bird[4 ],Giovnnini[l2], 
Devereux and Pearson[lO], Musgrave[l8], Musgrave and Musgrave[20］を参照され
fこし＝。


















11) この方法は， Bradford[ 7 ］で示唆されている。問題になるはむしろ，個々の財・サービ
スに異なる税率が適用される必要がある場合には控除方式が有効でなくなることである。
このような場合には，税額控除方式を採るのが望ましいといえる。
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